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再エネ余剰電力を用いた街区における水素マネジメント技術の開発 

 

清水建設株式会社 下田 英介   

野津 剛     

 

1. はじめに 

わが国では、公共建物の他、住宅やオフィスビル、病院などの建築物において、高断熱・高気密

化や高効率空調機、全熱交換器、人感センサー付き LED 照明等の省エネルギー技術の導入により、

ネットゼロエネルギービル（以下、ZEB と記す）を目指す取組みが進められている 1)。一方で、2012 年

7 月の再生可能エネルギーの固定価格買取制度（以下、FIT と記す）の導入は、非住宅用の太陽光

発電導入量を大きく押し上げることとなった。太陽光発電の大量の設備認定量に伴い、それらが全

て稼動した場合、電力需要の小さい軽負荷期に太陽光発電の供給電力量が需要電力量を上回る

懸念が出てきたため、指定電気事業者において「無制限・無補償の出力抑制」を条件として系統接

続を行うこととなった。今後、更なる太陽光発電の系統接続量の増加に伴い、電力需給調整としての

出力制御実施は現実のものとなる。また FIT 制度は、10kW 以上の太陽光発電において 20 年間の

買取となっているが、2032 年以降順次終了していくため、大幅な余剰電力が発生する可能性がある。

以上のような状況を見据え、今後も太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入を一層拡大し、か

つ、そのエネルギーを無駄なく有効に活用していくためには再生可能エネルギー余剰電力からの水

素製造・輸送・貯蔵・利用ができるシステムを検討すべきと考えている。 

本稿は、市街地から半径 20km 程度の広域範囲を地産地消エリアとして、余剰電力を利活用する

水素利用システムについて報告するものである。2 章では 2030 年を想定した将来の水素利用システ

ムについて、その特徴、妥当性を余剰電力の発生期待量から検討する。3 章では、街区における水

素の活用技術として、最適なエネルギーマネジメント方法と、そのマネジメント期間について述べる。

4 章では具体的な事例を想定してエネルギーマネジメントを行った際の結果について述べる。 

 

2. 2030 年を想定した水素利用のモデル構築 

（１）  水素利用システムの全体像 

想定する水素利用システ

ムの全体像を図 1 に示す。市

街地から半径 20km 程度の

範囲を地産地消エリアとして、

再生可能エネルギーの余剰

電力で製造した CO2フリー水

素を利活用することで、日本

の CO2 排出量の 3 割を占め

る建築運用時の CO2 を大幅

に削減、並びに電力系統の

電力供給の安定化を目指し

たシステムである。 

再エネ発電事業者は、FIT 終了後にも余剰電力による水素販売や安定化電力としての売電によ

る収益増が期待できる。水素を利用する需要家としては、建物所有者や街区エネルギー供給事業

者を想定する。建物所有者（街区エネルギー供給事業者）は CO2 排出量の削減の実現＆BCP 向上

による建物価値の向上（ブランド価値、インセンティブ獲得等）が見込める。 

図 1 想定する将来の水素利用システムの全体像 
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（２）  太陽光発電の余剰電力発生量の推定 

2030 年において余剰電力が街区の CO2 排出

量削減に貢献しうる発生量かどうかを試算するた

め、太陽光発電の設備認定量が国内でも多い

福島県を対象に余剰電力発生量の推定を行っ

た。福島県を図 2 に示す 7 地域及び地域間を連

絡する送電線、発電所で模擬し、余剰電力発生

量を推定した。以下に余剰電力の推定方法を詳

述する。 

① 各地域の太陽光発電量想定 

2016 年 9 月末時点での市町村別導入容量

（新規認定分＋移行認定分）2)から各地域の導

入容量を算出し、その全量が 2030 年時点で稼

働するものと仮定した。また年間時別の発電量

については、NEDO 年間時別日射量データベー

ス（METPV-11）3)を用いて各地域の代表年間時

別日射量を作成し、JIS C 8907:2005 に基づき計

算した。 

② 各地域の需要電力量の想定 

図 3 に示すように全国の長期エネルギー需給

見通しを基に、2030 年における福島県全体の産

業、業務、家庭部門ごとの年間需要電力量を推

定し、各地域における製造品出荷額、世帯数、

業務部門延床面積などの県全体との比率から、

各地域の年間需要電力量を算定した 4)-8)。さ

らに東北電力公開の年間日負荷カーブを用い

て年間需要電力量が一致するように、各地域の

年間時別の電力需要量を作成した 9)-10)。 

③ 送電線および発電所の運用模擬と余剰電力

の推定 

①、②のデータベースより年間時別の送電線による地域間電力融通量と発電所による発電量を推

定した。送電線は融通容量を設定し、その範囲内で地域間の電力融通を可能とした。また発電所は

出力及び変化率の上下限制約を設け、余剰電力が最も小さくなるように運用方法を決定した。これ

らの調整をもっても供給電力量が需要電力量を超過した分を太陽光発電による余剰電力とした。 

表 1 に年間の需要電力量、太陽光発電量及び余剰電力発生量、発生時間を示す。想定条件に

おいて総量だけ見れば太陽光発電量は需要電力量の 30%に満たないが、年間時別の需給バランス

のずれから太陽光発電量の約 12%（628GW/年）が余剰電力になっていることが試算され、街区の

CO2 削減において十分な余剰電力の発生が想定された。 

 
3. 街区における水素マネジメント技術の開発 

図 4 に街区における水素利用システムの構成を示す。出力抑制等が生じる郊外の複数の太陽光

発電所にて、余剰電力を活用して水素製造を行い、これらの高圧ガスを巡回して収集した後、当該

エリア内の中核となる複数建物からなる街区に輸送する。輸送された CO2 フリー水素は、街区におい

て水素吸蔵合金を用いた水素貯蔵装置で安全かつコンパクトに貯蔵しておき、燃料電池コージェネ

レーションにより電力ならびに熱に変換し、蓄電池や蓄熱システム及びその他建築設備と組み合わ

需要電力量 17,045GWh/年 

太陽光発電量 4,873GWh/年 

 内、余剰電力発生量 628GWh/年 

 余剰電力発生時間 1,325h/年 

図 2 福島県の地域区分および模擬送電線 

表 1 福島県における 2030 年の需給量と余剰電力 

図 3 電力需要量の推定手順 
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せて効率的なエネルギーマネジメントを実施

することで、街区レベルでの CO2 削減を実現

すると共に事業継続計画（BCP）の向上を図

る。 

（１）  エネルギーマネジメント方法の検討 

本システムを構成する各設備は建物のエネ

ルギー管理システムであるスマート BEMS

（Building Energy Management System）で他の

建築設備同様に、統合的な監視・制御が行わ

れる。スマート BEMS では効率的なエネルギー

マネジメントを実現するため、以下の 2 フェーズに分かれた制

御を行う。 

① 予測／計画 11)-12) 

建物での CO2 削減量を最大化するため、図 5 に示すフロ

ーに従って事前に各設備の起動／停止、出力並びに水素

の配送計画を決定する。以下手順について詳述する。 

予め、建物の最大デマンド電力の目標値ならびに最適化

条件を設定する。最適化条件は「エネルギーコスト最小」、

「一次エネルギー最小」、「CO2 排出量最小」が選択可能であ

る。定期的に天気予報データ、過去の建物の電力／熱需要

の実積データを用いて太陽光発電の発電予測及び建物の

電力／熱需要予測を行う。発電予測及び需要予測結果を基

に設定した最適化条件を用いて各時間帯における各設備の

運転出力計画値を決定することで、本システムを含め

た建物全体の電力需要プロファイルが生成される。 

② リアルタイム制御 13） 

実際の運用では、予測／計画で作成した通りの電

力需要プロファイルになるとは限らない。スマート

BEMS はデマンドを常時監視しており、必要に応じて

各装置の出力を調整し、需給バランスを取ることで建

物の最大デマンドを上回らない運用が維持される。 

（２）  予測期間と精度による運転計画立案期間の

検討 

水素利用システムではリアルタイムの需給管理も

行っているため、予測／計画時に作成した最適な

設備の運転計画、水素調達が満たされるかどうかは予測誤差に大きく依存する。予測期間を長くす

ると予測誤差は増大すると考えれらるが、予測期間を短くすると長期的な運用の最適化が図れなくな

る。そこで予測期間ごとの予測精度評価を行い、適切な運転計画の立案期間を検討した。需要予測

の処理フローを図 6 に示す。予測手法にはニューラルネットワークを用いている。 

複数の実際の建物を対象に 2016 年度の需要予測を行うことで、実測値と予測値の比較を行った。

結果の一例を図 7にに示す。検討したいずれの建物においても7日後の需要予測であっても最大需

要に対して 10%程度の誤差内に納まっており、逐次再計算を行えばリアルタイムの需給調整でも最

適運転計画とのずれがそれほど発生しないものと考え、運転計画の立案期間は 7 日間、計算周期は

日 3 回とした。 

 

図 4 街区における水素利用システム 

図 5 予測／計画の処理フロー 

図 6 需要予測の処理フロー 
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4. エネルギーシミュレーションによる各種設備容量、運用方法の検討 

街区における水素利用の可能性を検討する

ため、表 2 の建物を対象に、様々なケースに対し

て水素利用が選択されうるかどうか年間のエネル

ギーシミュレーションにより検討を行った。10 年

LCC が最も低くなるような設備構成、運用方法を

シミュレーションでは算出している。計算に用い

た各種数値を表 3 に、検討ケースを表 4 に示す。

各水素価格に対する設備構成結果を表 5～7 に、

年間のシミュレーション結果の一例を図 8 に示す。

供給ガスが LP ガスであるような地域では CO2 削

減の観点から水素が導入されやすい結果となっ

た。また、運用時における建物 CO2 排出量を一

定値以下に下げようとした場合には、①CO2 フリ

ー水素を用いる、②太陽光発電を大量導入する、

という選択肢しかなくなるため、太陽光発電の設

置可能な敷地面積が限られる街区では CO2 フリ

ー水素の大量利用が選択されうることが確認さ

れた。 

 

5. おわりに 

  本稿では、市街地から半径 20km 程度の広域

範囲を地産地消エリアとして、余剰電力を利活

用する水素利用システムについて述べた。福島

県を対象に 2030 年の太陽光発電の余剰電力を

推定したところ、600GWh/年以上の余剰電力発

生が試算され、街区の CO2 削減において十分活

用しうる余剰電力の発生が想定された。更に本

稿では街区における水素マネジメントの方法に

ついても述べ、シミュレーションにより建物の CO2

をある程度以下に削減しようとした際には CO2 フ

リー水素を用いることが有効であることも確認し

た。 

 パリ協定の発効や RE100 のような事業活動を

再エネで賄う国際的な企業連合の結成などを受

け、今後も CO2 削減への取り組みは一層加速す

るものと考えられる。また再生可能エネルギーの

FIT 切れも目前に迫っており、余剰電力に対す

る対策も喫緊の課題となっている。本システムが

これらの課題解決の一助となるよう、本技術の開

発を一層促進することを目指し、本稿の結びとす

る。 

 

 

 

延床面積 10,000m2×5 棟 

年間電力量（5 棟） 1,500MWh/年 

冷水熱量（5 棟） 1,215MWh/年 

温水熱量（5 棟） 1,170MWh/年 

太陽光発電 40 万円/kW 

水素吸蔵合金タンク 10 万円/Nm3-H2 

水電解装置 125 万円/( Nm3-/h-H2) 

燃料電池 35 万円/kW 

ガスコジェネ 25 万円/kW 

蓄電池インバータ 10 万円/kW 

買電基本料金 1500 円/(kW・月) 

買電従量料金 30 円/kWh 

LP ガス従量料金 672 円/ Nm3-gas 

都市ガス従量料金 96 円/ Nm3-gas 

買電 CO2 原単位 0.573kg-CO2/kWh 

LP ガス CO2 原単位 0.398kg-CO2/kWh 

都市ガス CO2 原単位 0.334kg-CO2/kWh 

(a) 当日を需要予測 

(b) 7 日後を需要予測 

図 7 需要予測結果と実績値との比較（1 年間） 

表 2 検討に用いた建物概要（建築側省エネ対策済み） 

表 3 シミュレーションに用いた各種数値 
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[備考] 

本稿は、NEDO 委託事業：水素社会構築技術開発事業水素エネルギーシステム技術開発「再エネ出力抑制対応水

素製造及び熱化学昇圧と街区における水素利用マネジメントの技術開発」にて発表済みの内容を含んでいる。 

ケース 1 2 3 4 5 6 7 

CO2 削減率[%] 75 75 75 75 75 100 100 

内、建築側削減率[%] 50 50 50 50 50 50 50 

内、創エネ側削減率[%] 25 25 25 25 25 50 50 

最大水素購入可能量 

[Nm3/half week] 
5000 ∞ 5000 ∞ ∞ ∞ ∞ 

最大 PV 導入量[kW] 150 150 ∞ ∞ ∞ ∞ 150 

供給ガス種別 LP LP LP LP 
都市

ガス

都市

ガス

都市 

ガス 

ケース 1 2 3 4 5 6 7 

燃料電池[kW] 42 42 11 11 0 172 406 

最大水素貯蔵量[Nm3] 2,086 2,086 104 104 0 4,611 11,518 

太陽光発電[kW] 150 150 808 808 349 2,789 150 

ガスコジェネ[kW] 344 344 339 339 382 0 0 

水電解装置[Nm3/h] 0 0 17 17 0 186 0 

蓄電池[kW,kWh] 0, 0 0, 0 5, 11 5, 11 0, 0 264, 938 0, 0 

水素導入可否 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 

ケース 1 2 3 4 5 6 7 

燃料電池[kW] 42 42 52 52 0 225 406 

最大水素貯蔵量[Nm3] 2,086 2,086 284 284 0 6,211 11,518 

太陽光発電[kW] 150 150 928 928 349 1,708 150 

ガスコジェネ[kW] 344 344 246 246 382 0 0 

水電解装置[Nm3/h] 0 0 40 40 0 61 0 

蓄電池[kW,kWh] 0, 0 0, 0 0, 0 0, 0 0, 0 208, 683 0, 0 

水素導入可否 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 

ケース 1 2 3 4 5 6 7 

燃料電池[kW] 42 42 11 11 0 203 406 

最大水素貯蔵量[Nm3] 2,086 2,086 104 104 0 4,959 11,518 

太陽光発電[kW] 150 150 808 808 349 2,302 150 

ガスコジェネ[kW] 344 344 339 339 382 0 0 

水電解装置[Nm3/h] 0 0 17 17 0 157 0 

蓄電池[kW,kWh] 0, 0 0, 0 5, 11 5, 11 0, 0 230, 744 0, 0 

水素導入可否 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 

表 7 検討ケースにおいて選択された各設備容量(水素価格 200 円/Nm3) 

表 4 検討ケース 

表 5 検討ケースにおいて選択された各設備容量(水素価格 50 円/Nm3) 

表 6 検討ケースにおいて選択された各設備容量(水素価格 100 円/Nm3) 
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